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減損会計の特徴と主要問題に関する考察
川村義則
I．はじめに
　わが国では，現在，企業会計審議会において固定資産の会計処理の問題が取
り上げられ，その中でも減損の会計処理が最も注目されている。2000年6月に
は「固定資産の会計処理に係る論点整理」（以下「論点整理」という。）が公表
され，2001年7月には，それまでの審議の経過をとりまとめた「固定資産の会
計処理に関する審議の経過報告」（以下「経過報告」という。）が公表されたと
ころである。翻って，減損に関する海外の基準に目を向けると，とくに米国基
準と国際会計基準が1990年代後半に相次いで設定されているが，その両者にお
いて鋭く考え方が対立する箇所が散見され，会計の基礎概念に関係するきわめ
て興味深い題材を提供しているように思われる。
　本稿の目的は，減損会計に関する海外の基準（とくに米国基準と国際会計基
準）を参考にしながら（1〕，減損会計の特徴と主要な課題について考えることに
ある。
　米国では，財務会計基準審議会（F人SB）がユ996年に財務会計基準書第121
l1〕特に測定の問題に焦点を当てたものとして，拙稿「減損会計における現在価値と公正価値一米
　国墓準と国際会計基準の比較検討」企業会計，52巻2号（2000年2月），206－215頁を参照。
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号「長期性資産の減損と処分予定の長期性資産の会計処理」｛2〕を公表し，国際
会計基準では1998年に当時の国際会計基準委員会（IASC）が国際会計基準第
36号「資産の減損」（3〕を公表している。さらに，米国では，基準書121号の見直
しが進められ，2000年6月に公開草案「長期性資産の減損または処分および処
分活動に伴う債務の会計処理」ωを公表しているので，本稿でも検討の対象と
する。
I．減損会計の特徴と主要論点
　1．滅損の意義と減損会計の特徴
　減損とは，「論点整理」によると，収益性の低下に伴って，初期の投資額が
回収されない状態を指している｛5〕。もともと固定資産を取得してから時問が経
過すると，減価償却後の簿価と回収可能価額（recoverab1e　amo㎜t）が乖離し
てくる。その原因としては，物価の問題を除けば，過年度の減価償却の不足と
収益性の低下に伴う回収可能価額の下落という2つが考えられる。「論点整
理」によると，本来の意味の減損は，後者の収益性の低下に伴う回収可能価額
の下落と考えられ，理念的には，初期投資時点にさかのほり，現時点で入手可
能な情報に照らして見積もったキャッシュフロー（現時点までの実際キャッ
シュフローと改訂した将来の見積もりキャッシュフロー）の現在価値と初期投
資額とを比較して減損の存否を判断しなければならない｛6〕。
｛2〕　Fm…㎜clal　Accom旬ng　Sta皿dards　Bo刮rd（FASB〕，S屹蛇皿o趾of　Fin‘㎜cia1A㏄o㎜ltmg　S崎皿dards　No．121、
　〃醐〃伽g伽伽伽畑㎜械ψ〃惚一工・棚瓜・挑〃伽㎏一工伽dλ∫眺伽＆1）榊εdα（Norw・lk，
　Coli衙‘FASB，工996〕．
t3〕　I皿tEm田tio皿al　Accou皿tmg　S崎Ildards　Co皿mi雌e，1AS36，1〃伽伽㈱ψλ5舵蛙（Lo口doI］，U　K．：iASC．1998〕．
｛4〕　FASB，Expoヨu祀Dra牝λo‘伽‘〃｛㎎メπ’伽1柵紬｛舳〃榊o’ゲ物＿〃閉4λ5醐嘘o拙｛〃0“勿α㎞
　五鮒励吻d伽肋D伽〃λ‘境閉‘㎞（Norw創k，Com．＝FASB，2000〕．
151企集会計審議会「固定資産の会計処理に係る誇点整理」（2000隼6月23日〕皿の1を参照。
16〕同上参照。詳しくは，斎蔭静樹「会計上の評価と事集用資産の減損」会喬干，159巻4号（2001年4
　月〕、499－5ユ3頁，辻山栄子「圃定資産の評価」企桑会計，53巻1号（2001年1月〕，31－39頁，米山正樹
　「滅損会計一配分と評価」中央経済社，2001年、87－141頁などを参照。また，以上の「斉慶・辻山・
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　一方，、海外の現行基準（米国基準，国際会計基準など）では，減損は，現時
点での簿価を回収できない状態を指している｛7〕。これらの基準にも問題点が
あって，例えば，すでに予定通り回収済みの資産を減損処理してしまうという
問題，また，過年度の滅価償却不足を減損に含めて処理してしまうという問題
が指摘されている（8j。
　このような「論点整理」で示されている理念的な減損会計のモデルにして
も，海外の基準において示されている減損会計のモデルにしても，滅損会計の
特徴としては，簿価を下方へ切り下げるのみであるからいわゆる時価会計では
ないということ，また，簿価の切り下げは収益性（つまり，キャッシュフ
ロー）の低下を要件とすること，したがって配分計算の修正と考えるのが妥当
であるということが指摘できると思われる。
　2．配分計算の修正方法
　減損を過去の配分計算の修正と見る場合，その処理方法としては，一般に，
（1）遡及修正方式（retrospective　approach），（2）差額修正方式（catch－up
approach），および（3）将来修正方式（prospective　approach）が考えられ
る（9旭o。
　米山方式」の検討については．石川純治「滅損会計と利益計算の構造」企業会計，53巻11号（2001
　年11月）、4－14頁を参照。
ωFASBの公開草案では，「減損とは，ある資産の簿価がその公正価値を超過する状態をいう」と
　定義されている（FASB．E王posl1re　Dra屹p刮ragr目ph　n；また，J．Pau1，G4＋1Dis㎝ssio日Paper、
　〃舳f㎞1地伽〆λ醐舳肋厚∫幼〃酬ゐ∫畑｛伽〃9皿地ω〃皿肋ん伽〃丁械御工㎝炸工伽d
　λ醐姑（Norwa1k．C㎝n．：FASB．1997），p帥agraph　A．1－1などを参照）。他方で，具体的な認識に当
　たっては，将来キャッシュフローの減少を考盧に入れているので，基準全体としてまったく収益性
　の低下を無視しているわけでは奪いo
18〕企桑会計審議会「論点整劃同上箇所参照。
⑲〕この枠組みは，F鵬Bの概念含第7号に示されている，現在価値計算による会計的配分の修正に関
　する議論を参考にしている（FASB，S雌血Ent　oi　Fi㎜皿oia1Acc㎝nti㎎C㎝岬ts　No．？，㏄閉g　C08此
　F此閉1城閉㎜f㎞α概＝p閉励　γ切吻｛侃んω凹械｛㎎〃埋醐舳醐一刎応（Norwalk．Con皿：FASB，2000）、
　p固r概叩h・89－100）。
⑩　なお，現在価値に係る討議資料などでは．「実現時報告方式（as－realized　approach）」が示されて
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　　（！）の遡及修正方式は，配分の修正を過去に遡って行う方式であり，改訂
後の情報に照らして配分の再計算が行われて簿価が訂正される。（2）の差額
修正方式は，過去の配分計算はそのままにしておいて，将来に関する情報のみ
で計算した正しい簿価と従来の簿価との差額を調整する方式である。（3）の
将来修正方式は，将来に向かって配分計算を修正していく方式であり，現時点
の簿価はそのままにして将来に関する改訂後の情報を将来の配分計算に反映さ
せることになる。いいかえると，この方式では，配分の修正額は将来に繰り延
べられることになる。
　このような3つの方式の相違点を明確にするため，固定資産の償却のケース
を想定しながら図を描いていくと，次のようになるであろう。
（1）遡及修正方式
金
額
金
額
金
額
取得　　判定　　　　　　時聞　取得　　判定　　　　　　時間　取得　　判定　　　　　　跨間
図1a遡及修正方式　　　　図1b遡及修正方式　　　　図1c遡及修正方式
一取得原価の切り捨て　　一一償却スピードの加速　　　　一耐用年数の短縮
いる　（FASB，Di㏄ussion　Memorandum，P冊∫舳1吻’伽一月05勿〃直ω洲舳応伽λo‘ω一刑尚惚（Norwalk，
Co㎜．l　FAS3．1990）．paragmphs375（企業財務制度研究会訳『現在価値一キャッシュフローを用
いた会計測定」中央経済社，1999年）などを参照）。これは，配分計算を修正すべき事象が生じて
も，あえて修正しない方式である。減損の場合では，将采の期間において収益性の低下が実現する
のであれぱ，将来の期間において專業活動に係る損失を計上すれぱよいということになる。減損の
会計処理については，この方式を含めての理論的な検討が必要であるが，本稿では，とりあえず収
益性の低下を配分討算の修正に反映させるという立場に立って議論を進めているので，実現時報告
方武は議論の対象としていない。
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　これらの図において，当初の取得時点における減価償却計画は，鎖線の線分
ABで表現されている。縦軸の切片（点A）は取得原価を表し，横軸の切片
（点B）は耐用年数を表している。償却方法は，定額法を前提としている。
　まず，遡及修正方式については，判定時点で入手できる情報（すでに起きた
過去に関する情報と判定時点における将来に関する情報を含む。）に基づいて
新たに償却計算を計算し直した場合，当初の償却がどのようになっていたかを
考えればよいO工〕。この方式は，さらに細分化され，図1aでは，判定時点におい
て，収益性の低下に伴い初期の投資額（取得原価）が過大であったことが判明
したので，取得原価を切り下げて償却を再計算する方法を示している。これ
は，「論点整理」で示された方法であり，初期投資額が取得原価から判定時点
の情報によって再計算した現在価値まで切り下げられる①2。
　このほかにも，図1bのように，判定時点において定額法では償却に遅れが生
じていることが判明したのであるから，この償却の遅れを解消するためには取
得時点から償却速度を加速させておく方法も考えられる。この方法は，従来，
定額法から定率法への変更などの形で現実に行われてきた方法でもある。さら
に，図ユCのように，収益性の低下を耐用年数の短縮という形で配分計算に反映
させる方法も考えられる。この方法では，新しい改訂後の耐用年数を投資時点
に遡って適用することによって配分計算を修正する方法であり，この方法も，
耐用年数の短縮による臨時償却という名目でわが国の実務において現実に適用
されてきた方法である。
（loなお、遡及修正方式といづても，過年度の財務藷表を修正するの机それとも過・年度損益修正を
　一捲して修正隼度の損失とするかという間題がある。過隼度の財務諸表を修正する方が論理的には
　一貫していると思うが．現在の財務議表の開示制度がそのような箭提を採っていないので，本稿で
　は，滅損損失を修正年度の損炎とすることを前提に考える。
鯛　「論点整理」1の1の（1〕参獺。なお，この考え方をさらに徹底させたというべきと恩われる
　が，当該企業の固有の事情を反映した現在価値ではなく，滅損判定時点における惰報に基づいて市
　場参カロ者が取得時点で合意したであろう平均的な評価額（再調達原価）によって評価すべきである
　という鶯見もある（米山，前掲書，88－1OO頁）。
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　以上の3つの方法のうち，図1bに示される方法は，現行の会計基準の枠内で
は，償却方法の変更という範礒で考えることになってしまうので，減損会計に
応用するのは難しいと思われる。また，図1cの方法は，耐用年数を短縮するこ
とで収益性の低下を伴うすべてのケースを網羅できるわけではない，という点
で限界がある①3。収益性の低下を伴うすべてのケースに当てはまるという意味
では，図1aで示されている方法（「論点整理」で提示されている方法）が大き
な長所をもっている。
（2）差額修正方式
金
額
取得　　判定　　　　　　　時間
　　図2　差額修正方式
　次に，差額修正方式では，過去の償却計算は訂正せず，従前の簿価を，将来
に関する情報のみで計算し直したあるべき簿価（回収可能価額）へ差額を切り
捨てる形で修正することとなる。現行の海外の基準では，この方式が滅損会計
に適用されており，簿価は，現時点での回収可能額まで切り下げられることに
なる。
113　米山，前掲書，101一ユ08頁参照。
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（3）将来修正方式
金
額
金
額
取得　　判定　　　　　　時間　　取得　　判定　　　　　　時間
図3a将来修正方式　　　　　　　図3b将来修正方式
　一一償却スピードの加速　　　　　一残存耐用年数の短縮
　さらに，将来修正方式では，修正時点において修正損益は一切計上されず，
将来に繰り延べられることになる。修正損益は，図3aのように，将来の残存耐
用年数にわたって償却スピードを加速させたり，図3bのように，将来の残存耐
用年数を短縮することによって将来の期間に反映させることになろう。
　以上のように，減価償却の修正方法には複数の方法が考えられるが，遡及修
正方式には，修正時点における過去と将来に関するすべての情報を勘案して配
分計算をやり直すという点で剰点がある。ただ，例えば20年前といった，過去
のキャッシュフローに関する記録があるのかという実務的な間題が指摘されて
いる（1萄。もちろん，過去の情報を調べなければ将来の展望もないのであるが，
経営者としては将来のキャッシュフローには興味があっても過去のキャッシュ
フローについてコストをかけてまで調べ直す動機には欠ける面もあろう。
　また，将来修正方式は，将来の期間において償却を加速させてはいるが，減
損の判定時点では減損を当期の損失として認識することにはならず，すでに生
ω　配分の遡及修正に関して一般的にいえることである（FASB，Conc芭p㎏S切蛇me皿t？、p副ra映勃ph
　100〕。
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じた損失が将来へ繰り延べられたままになっている。この点で，減損がすでに
生じた損失であるという前提に反することになるので，大きな欠点があるとい
わざるをえない。
　結論的には，米国基準も国際会計基準も，差額修正方式を採用している。こ
の方法もあくまで配分の修正の枠内ではあるが，現時点の簿価をあるべき簿価
（回収可能価額）まで切り下げることから，資産評価の問題との境目が分かり
にくくなっているという面がある（15。もちろん，海外の基準に合わせるために
わが国においても差額修正方式を採らなければならないという帰結にはならな
いのであるが，少なくとも，わが国において差額修正方式を採るに際しても会
計基準の体系からみた概念的な理由が必要であろう。「経過報告」では，過年
度の償却不足と収益性の低下による回収可能価額の下落という2つの要因が，
わが国の会計制度ではともに当期の損失として処理されるため，両者を区別す
る必要性がないという点が強調されている（1θ。
　3．減損の認識
　手続的には，まず，減損の認識が問題となってくる（工司。減損の認識とは，い
つ減損を財務諾表に反映させるかという問題であり，具体的には，減損の測定
の手続に移るための要件の問題である。なお，すでに指摘したように，初期投
資額の回収可能性を問う場合と現在の簿価の回収可能性を問う場合の2通りが
（15企業会計審議会「論点整理」nのユの（1）参照。また，この点が，減損会計が時価会計としば
　しぱ混乱される要因であるように恩われる廿
oθ　「経過報告」第一の一。
／1力滅損の具体的な認識テストに先立って，減損の兆侯があるかどうか調査する必要がある。これ
　は、すべての圃定資産について毎期減損の有無を調べることはコストがかかり，実務上困難である
　ので，滅損の兆侯がある固定資産についてのみ，効率的に減損の有無を調べるということを意味し
　ている。具体的には，固定資産の用途を変更したとか，生産している製品の市場価格の低落・需要
　の悪化，固定資産の公正価値の下落，利益やキヤッシュフローの赤字などが，挙げられている
　（FASB，State皿ent121，paragraphs5－6，IASC，1AS36，para飲aphs6－14など〕竈
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考えられるが，ここでは，差額修正方式を前提に，簿価の回収可能性を問うこ
とにする。
　簿価を基準に回収可能性を問う場合，簿価と回収可能額と比較することが最
も自然と思われるが，固定資産の場合にはそう単純にはいかない。というの
も，将来の見積もりには不確実性が不可避的に伴うから，そのような不確実性
を織り込んで減損を認識する必要があるためである。このような不確実性を考
慮に入れると，減損の認識の考え方としては，次の3つが考えられる（1魯。
　（1）経済基準（economic　criterion㌧回収可能価額が簿価を下回った場合
　　　に，減損を認識する。
　（2）永久基準（permanence　criterion）。回収可能価額の下落が永久と認め
　　　られる場合に，減損を認識する。
　（3）確率基準（probabi1ity　criterion）。回収可能価額が回復しない可能性
　　　が高い（probab1e）場合に，減損を認識する。
　経済基準は，回収可能価額が簿価よりも下がったら減損を認識するという考
え方であるから，減損を認識するためのハードルは他の基準に比べれば低いと
いえる。一方，永久基準は回収可能価額の下落が永久という場合に隈定するの
で，減損認識のハードルはかなり高い。そうすると，回収できない可能性が高
い（pmbab1e）という場合に減損を認識する確率基準は，申間的な位置づけに
なるとみることもできよう。
　4一減損の測定
　減損の測定とは，減損の認識の対象となる固定資産について，減損の金額を
決定することをいう。差額修正方式を前提とすると，減損の測定は，減損を認
㈱　Fillancial　Accountmg　S㎏nd邊rds　Board　（FASB）、Discussion　Memorandum．λooo丑閉流閉gア〃‡加
　∫伽幻一榊榊エが〃閉g＿エ初控4λ∬邊始邊伽童1＆泌ザ肋b此1閉地冊星泌1鮎｛Norwalk．Con口：FASB、ユ990工p副g巴s
　19－23
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識する固定資産の評価の問題となっており，従来の簿価から新規の評価額を控
除することによって減損の金額が求められる。
　この資産の評価額をどうするかという問題は，具体的には，客観的な市場価
額である公正価値によるのか，それとも企業固有の事情も反映した回収可能価
額とするのかという問題である。回収可能価額を採る場合でも，企業会計で伝
統的に採用されてきた割引前のキャッシュフローを採用するのか，それとも時
間価値を反映させるために割り引いた現在価値（ないし使用価値（value　in
uSe））を採るのか，さらには資産の最大利用を考えて使用価値と正味売却可能
価額のいずれか高い金額を採るのか，という問題がある。
皿．米国基準と国際会計基準
　1．減損の認識と測定における相違点
　本節では，減損会計における米国基準と国際会計基準の扱いについて，減損
の認識と測定の問題を中心に検討する。
　米国基準では，確率基準を採用して，その具体的なテストして割引前キャッ
シュフローが簿価を下回った場合に減損を認識し，その測定は公正価値によっ
て行う㈱。米国では，経営者が交代するタイミングで，将来に認識すべき事業
上の損失を減損の形で前倒しして計上し，将来の業績回復を演出する実務が横
行していたといわれておりeo，認識基準として確率基準を採用することは，確
率基準を採る偶発事象の会計処理剛などとの整合性を保つとともに，発生の可
能性の低い損失を計上することを回避するという意味がある。他方，国際会計
09　FASB，Stateπlent121，p乱ragraphs6＿Z
畠⑪　L・J．Zu㏄a，and　D－R・Campbe11，・A　Closer　Look　at　Discret1㎝割ry　Writedowns　of　I皿pared　Assets、・
　ハ‘㎜”κ”厚H沽o肥∫6（September1992），p邊ges30＿41、
吃1〕　FASB，Statement　No5，λ‘‘ω伽向伽厚伽0刎κ蜆g榊〃∫（Norwalk，Conn　l　FASB，1975）．paragraphs3
　且nd8．
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基準では，経済基準を採用し，回収可能価額が簿価を下回ったら減損を認識
し，同時にその下落分を損失として測定する㈱。回収可能価額は，売却する場
合と使用する場合とを比較して有利な方を採用するので，正味売却価格と使用
価値のいずれか高い方と定義されている㈱。
　ここで，両者の違いを明確にするため，図解を試みようと思う。一般に，固
定資産の減価償却は，次の図4のような形で説明されている。ここでは，定額
法を前提としているので，取得原価から耐用年数経過時の残存価額まで直線で
結ばれるという関係になっている。
金額
割引前キャッシュフロー総額
　　　　使用価値
　　・　↓
取得原価C
帳簿価額
　　　　　　■
　　　　公正価値
残存価額D　一一一一一一一一一一一一一一一一一一
三一、
　。　　　　　　　　耐用年数　竈
図4　圃定資産に関係する諸測定値の変化
次いで，公正価値は，取得当初こそ取得原価と同じであるが，その後は急速
に価値を低めてしまうという傾向が一般に観察されるであろう。ここで強調し
幽　　IASC，1AS36，p酊agraphs58＿59
鯛　IASC，1AS36．paragraph5．
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ておきたいことは，しばしば減損は公正価値の下落と理解される向きもある
が，この図に明らかなように，簿価よりも公正価値が下がっているという状態
は通常の状態でも観察され，決してこの状態が減損を意味しているわけではな
い，ということである。他方，この図は，固定資産の利用方法など，企業の主
観的な事情を考慮に入れた測定値についても図示している。ここでは，単純に
毎期のキャッシュフローは一定と考え，割引前キャッシュフローは直線（線分
AS）で描くことができ，その割引現在価値である使用価値は，割引前キャッ
シュフローの直線に対して，耐用年数経過時の残存価額（点S）を接点とする
曲線として描くことができる。当初の使用価値は，取得原価を上回っていると
考えられるが，この超過額（線分BC）こそが企業が設備投資をする誘因であ
り，しばしば主観のれんなどと呼ばれる部分である㈱。
　では，収益性が低下した場合（割引前キャッシュフローや使用価値が下方に
　　　　金額
　　　　A
　　　　　　　　　　l＼、　使用価値
　　　　B
敢得原価・　帳簿価翁卜＼＼割引前キヤツシユフ
　　　　　　　　x1。　’＼＼　ロー総額
　　　　　　　　　A一　　　　　　　　　　㌧、
　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　、　　㌧　 ／ ’ 　㌔ 、　　 　　　　　　　　　　　　　　、　 　　　　㌔　　　　　 、　　 　　　　　　 “　 　　　　　　　　　｛　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 C」； 皿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　 公正脩値 ＝　 　　 　　 　＼　残存価額D．．．．．．．．．．．．．L．．．．．．．．、．、、、、．一．．．一．．．．．、．．茎．、
　　　　。　減損二判定　　　湘≠数竈
　図5　減損の認識と測定（米国基準による場含）
㈱　詳しくは，E一αEdwards　md　P－W－B巴11，丁伽丁肋の蜆〃峨㎜伽吻fグβ㈹｛㈱∫伽舳（Berkeley
　and　Los　A㎎els．CA＝Unive．slty　of　Califomla　press，1g6ユ），p乱ges31－6gなどを参照。
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シフトしてきた場合）について考えてみる。まず，米国基準では，割引前
キャッシュフローが簿価よりも下がった場合（点E’〉点A’）に減損の認識を
判断する。そのうえで，認識する場合には公正価値まで簿価を切り下げる。図
5では，この相違を明確にするため，公正価値は当初の予定通りに下落してい
るものとし，そこまでの切り下げ（線分E℃1）は収益性の下落を契機として行
うものであるということを示している。
　他方，国際会計基準では，減損の判定時点において回収可能価額が簿価より
も下がっていれば（点E’’＞点B”）減損を認識するということになる。図6で
は，使用価値が公正価値を上回っている（点B”＞点C”）ので，使用価値が回
収可能価額となる。測定も，認識と同様に使用価値を用いて計算され，線分
E”B”が減損損失の金額となる。
金額
　　A　　　　　　　i
　　　　　　l　　　＼、使用価値
　　　B㌔・．．、　＝帳簿価額＼、
　　　　　A一’一　一一　　　　・取得原価C　　　　　一　　　、、　　　＼　　　　　　■　　　　㌔、　　＼　書」引前キャヅシュ　　　　　巳11　＼／、フロー総額
　　　　　α一1　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼ミ＼
　　　　　　1公五値　　＼、
残存価’額D　＿＿＿＿一‘一」一一一一一1■一I一一I一一1一一’“一’’一1一一一■■■一1一　此一
　　　。減着の判定　　　　耐用轍講
図6　滅損の認識と測定（国際会計墓準による場合）
2．基本的な考え方における相違点
この2つの基準に重大な差異をもたらしているのは，減損という事象をどの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　539
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ようにとらえるかという事実認識の相違によると思われる。具体的には，米国
基準の場合，減損の発生時点において減損が生じた資産をいったん売却して，
新規に再調達するという，再投資の仮定が採られている鯛。滅損を認識するの
は，将来キャッシュフローが減価償却費を回収できない場合であり，将来にお
いて会計上の損失が見込まれる場合である㈱。FASBは，このような場合に
は，経営者は減損が生じた資産を処分し，当該資産を含めた複数の代替的投資
案件の中から最善の案件を選択するとしている鯛。
　再投資であれば，新規に固定資産を取得した場合と同様，取得原価，すなわ
ち減損認識時の公正価値で測定するということになる。使用価値評価による自
己創設のれんの計上は認められないし，戻し入れも再評価になるので認められ
ない㈱。
　これに対し，国際会計基準では，基本的には固定資産の継続利用を前提とし
ており，減損してもなお売却しないで保有する理由は，売却によって得られる
収入よりも使用価値が大きいと経営者が考えているからである。回収可能価額
は，資産の最大利用の観点から定義され，切り下げ後に収益性が回復した場合
には戻し入れを行うことが要求されている㈱。
　また，公正価値で評価する場合と使用価値で評価する場含とで，減損認識後
の利益の金額が変わってくる。しばしばいわれるように，使用価値で評価すれ
ば割引率に相当する正常リターンのみが利益として計上され，逆に公正価値で
評価すれば正常リターンに加えて市場平均のキャッシュフローを超える企業固
自ヨ　FASB，Statement121，paragraphs69＿71．
㈱　米山正樹「減損会計をめぐる基本的論点」｛企業財務制度研究会減損会計研究委員会「減損会計
　をめぐる論点」企繁財務制度研究会，1998年所収）133－I34頁。
餉　もっとも，理論的には，継続利用か設備の入れ替えかは，現有資産の収益率を上回る代替的投資
　案件があるかどうかが問題であって，常に売却を前提とする必要はない（斎藤，前掲論文など参
　照）昔
鰯　　FASB．S㎏tement121，paragraph11
㈱　　IASC，IAS36，paragr≡lphs94－112．
540
　　　　　　　　　　減損会言十の特徴と主要問題に関する考察　　　　　　　　　　155
有のキャッシュフロー，つまり超過リターンが利益に含まれることになる⑬①。
IV1付随する論点
本節では，前節のような大枠の問題に付随する論点を検討している。これら
の問題は，ともするとマイナーな問題と捉えられがちであるが，減損会計基準
の本質的な内容を決める重大な問題であると思われる。
　1．キャッシュフローと割引率の見積もり
　（1）キャッシュフローの見積もり
　将来キャッシュフローの見積もりの問題の中心は，市場平均のキャッシュフ
ローなのか，企業固有のキャッシュフローなのかという問題であるが，基本的
には，公正価値と使用価値のいずれを計算するのが目的なのかによる。米国基
準では，認識時に用いる割引前キャッシュフローは企業固有のキャッシュフ
ローであるが，公正価値での測定に際しては市場平均のキャッシュフローを用
いることになる。国際会計基準では使用価値を求めるので，企業固有のキャッ
シュフローを用いている夢1〕。
　また，将来のキャッシュフローについては，そのリスクを確率分布の形で表
現できるが，海外の基準では，単一の数字としての最善の見積値（best　es－
timate，最頻値）を用いている鯛。しかし，FASBの概念書第7号以降は，期
待値としての将来キャッシュフローを用いる方向に方針が変わってきてお
eo　減損が生じた資産については，すでに超過リターンが期待できるような状態にはないわけである
　から，公正価値で評価すべきではないとも主張されている（斎藤、前掲論文参照〕。
㈱　ただし，米国基準でも，市場平均のキャッシュフローへの調整が困難である場合には調整が不要
　であり（FASB，Statement121，p割ragrapb20），国際会計基準でも，公正価値が容易に入手できる場
　含には敢えてコストをかけて使用価値を計算しなくてもよいという規定もある（一ASC，IAS36，pa－
　ragT副pl118）o
鰯　この相違を明確にするため，例えぱ，1隼後のキャッシュフローについて，次のように予測した
　とする邊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　541
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り鯛，滅損会計の公開草案でも期待値を原則とする旨の提案がなされてい
る㈱。
　同様に重要な問題と考えられるのが，将来事象に起因する将来キャッシュフ
ローをどの程度見積もりに見込んでいいのかという閲題である。国際会計基準
や米国の公開草案では，将来キャッシュフローの見積もりはあくまで資産の現
状に照らして行うべきで，将来の資本的支出やリストラに伴うキャッシュフ
ローの増減は，現在価値の計算に含めないという立場をとっている㈱。このよ
うな取り扱いをする趣旨は架空のキャッシュフローを認めないということであ
り，野放図に将来事象を織り込むようにすると回収可能価額の計算，ひいては
減損の認識と測定が悉意的になるというおそれがあるからである。
　また，土地については，現在のプロジェクトが終了した後も通常は他のプロ
ジェクトヘ転用することが予定されているので，そこには先行投資の優位性を
表すリアル・オプションがあるといった議論もある。そのオプションを土地の
評価に加えるべきなのかどうかも，ここでの将来事象の問題に含まれると思
う㈱。
　　　　　　シナリオ生．起確率キャリシュフロー
　　　　　　　S1　　　　　25％　　　　　　　　1OO
　　　　　　　S呈　　　60　　　　　200
　　　　　　　S；　　　工5　　　　　400
　このときの最頻値は，最も生起確率の高いS2における200であり，期待値は生起確率で加重平均し
　た205（＝100×025＋200×06＋400xO，15）となる。
㈱　　FASB，Conoepts　State血ellt7，paragr且phs42＿6ユ．
㈱　FASB，Exposure　D閉ft，parag胴phs15and19一
㈱　FASB，Exposure　D閉ft，paragraphユ6；IASC，IAS36，paragraphs37－42・
㈱　この聞題は，資産の疋義とも関係している。FASBやIASCの概念フレームワークにおける資産
　の定義には，経済主体が支配する将来の経済的便益について「過去の事象に起因した」という限定
　が付されている（FASB，Concep㎏St盆te皿entNo6，E屹舳姑ψハ伽伽肋∫工価施榊帆‘∫（Sta皿ford・C㎝n・1
　FASB．1985〕，p註ragraphs　25－43，IASC，F7伽㎜屯w崖∫01・圭㎏　P陥処畑＝“肌ω妃　P焔s直祀‘α云㎜ψFt仇岨侃o伽一
　∫肋舳刎触（Lond㎝、U　K．工ASC，1989），par且graphs53刷）。この定義から司将来の事象に起因する将
　来のキャッシュフローを評価に織り込むべきではないという主張が展開されよ㌔
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　（2）割引率の見積もり
　割引率の見積もりに当たっては，それが貨幣の時間価値を反映しなければな
らないということは当然であるが，問題は，将来のキャッシュフローのリスク
をどのように現在価値の計算に反映するかである。考え方としては，キャッ
シュフローそのものを調整するか，割引率を調整するかの2通りがある。現行
の国際会計基準も米国基準もともに割引率を調整することにしている㈱が，米
国の公關草案ではキャッシュフローの方を調整するように提案している㈱。
　また，割引率によってリスクを調整する場合，当該資産に固有のリスクに見
合った割引率を採るのか，当該企業に固有に要求される資本コストを採るの
か，という間題もある。企業固有のキャッシュフロ』を資産圃有の市場収益率
で割り引くと国際会計基準でいう使用価値となるが，企業固有のキャッシュフ
ローを企業固有の資本コストで割り引くと企業評価などで用いられる資本価値
となる。
　2．グルーピング
　グルーピングの間題も，大きな問題である。減損会計では，キャッシュフ
ローの見積もりが不可欠であり，識別可能なキャッシュフローがない資産は，
一定のグルーピングをしないと計算自体が成り立たない。
　もともと，減損の問題の出発点は個別の資産であり，米国墓準も国際会計基
準も，最小のキャッシュフロー生成単位をグルーピングの単位としている。グ
ルーピングを大きくすればするほど，滅損が出にくくなるので，具体的にどの
程度のレベルまでグルーピングを認めるかは減損会計基準の全体像に影響する
大きな問題である。
酬　FASB，Statement121，paragraph7；lASC，IAS36，p刮r刮graphs48－56、
㈱　FASB，Exposur竈Draft，p固ra駆aph！9．
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　また，共用資産（複数の資産グループに用役を提供すると考えられる資産を
いう。本社ビルなどの全社資産を含む。）の取り扱いも大きな問題である。考
え方としては2通りあって㈱，第一は，共用資産の簿価を下位のグループに配
分して固有の資産の簿価に加算してから減損の判定をするという方法である
（ポトム・アップ方式とよばれる。）。この方法では，配分先の資産グループが
滅損していれば共用資産の簿価も配分された分だけ部分的に削られるので，い
わば虫食い状態で簿価が削られるような形になる。これに対して，各資産グ
ループについていったん共用資産を除いて減損の判定をした後，共用資産を含
めたより大きなグループで減損を認識・測定する方法もある（トップ・ダウン
方式とよばれる。）。米国基準はこの方法を採用している㈹が，全社資産は全社
べ一スのキャッシュフローで減損の有無を判定するので，違結集団全体でみた
キャッシュフローが赤字続きでもなければ，全社資産には減損がまったく生じ
ないということになる。
　いずれにしても，本社ビル，福利厚生施設などの共用資産・全社資産につい
ては，もともとキャッシュフローを直接には生まない資産であるうえ，単純に
その公正価値が下がったからといって公正価値まで直接に簿価を切り下げると
いうことにはならない。
　3、戻し入れ
　戻し入れの問題については，すでに述べたように，どのような認識基準を採
るかによって緒論が変わってくる。経済基準を採用する国際会計基準では戻し
入れを行うが，確率基準を採用する米国基準では，収益憧の回復の可能性が低
いことが前提であり，また再投資の仮定に立っているので，評価益を意味する
㈱　IASC，IAS36，p邊ragraphs84－87参照。
包O　FASB，Stateme皿t121．paragraph10
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戻し入れは認められていない。
　実務的には，毎期の見直しというのは手間がかかるという間題があり，戻し
入れには消極的な意見が多い。しかし，国際会計基準における戻し入れは，減
損認識の時と反対側の兆侯を調査することで計算のコストを低くする工夫がな
されている㈹。また，前述した将来事象の問題とも関違しており，資本的支出
などの影響は，減損の認識・測定時点では考慮しないが，支出が実際に行われ
れば収益性の回復を減損の戻し入れという形で反映することになる。
V．おわりに
　以上のような検討を通じて，海外の基準の特徴をまとめると次のようになろ
う。
　まず，米国基準の設定の動機は，減損の認識を要求すると同時に，過度に保
守的な会計処理を封ずることにもあるということである。この傾向は，新しい
公開草案でさらに明確になっている。
　また，一般にはあまり強調されていない点であるが，キャッシュフローの見
積もりに際しての将来事象の取り扱いが厳格であるという点である。この問題
は，資産・負債の定義の問題とも関係している概念的に重要な問題である。
　さらに，減損会計の出発点は配分の修正であるが，差額修正方式を採用する
海外の基準では，現実的には減損が生じた資産の評価問題となっている感があ
る。それは，評価方法の精綴化を図る方向へと実務を明確に誘導している面も
あるが，常に情報の作成コストの問題がついてまわる。
　他方，わが国に固有の問題も多い。第一に，土地の重要性が高いための問題
であり，例えば，キャッシュフローの見積もりに際して，見積期問をどうする
のか，終末価値はどうするのか，公正価値下落のトレンドは反映するのか，と
包力　1ASC，IAS36，par目欧aph…；95＿98一
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いった問題が指摘されている。
　第二の問題は，共用資産における公正価値の下落を反映させない会計処理で
よいのかという問題である。簿価がキャッシュフローで回収できるのであれ
ば，いくら公正価値が下がろうとも（簿価が高かろうとも）減損を認識しない
というのが減損会計の特徴であるが，逆に公正価値の下落を反映するため評価
減すべきであるという世論の期待とのギャップがないか，懸念されるところで
ある幽。
　第三は，個別と連績の整合性の問題である。わが国でも現在では連緒をべ一
スに会計を考えるようになったが，いまだに個別財務諸表と運結財務諾表との
整合性の問題がある。とくに親子問にまたがるキャッシュフロー生成単位を考
えると，連結グループでは減損を計上しなくてもよいのに，子会社で減損を計
上させるのかという問題が指摘されてい乱
　第四は，賃貸借処理されたリース資産の問題である。わが国の会計基準で
は，ファイナンス・リース取引でも一定の注記を条件にオンバランスしなくて
もよいことになっているので，資産計上していないリース資産についてどう減
損を認識するのか議論があり，将来の支払リース料をキャッシュフローで回収
できない分を引当金処理するなどの提案がなされてい糺
　最後に，現在価値の計算にいかに客観性を付与するかという問題がある。現
在価値の計算自体は，もともと合理的な経営者であれば投資期聞の折々に当然
確認すべき意恩決定目的の計算である。また，技術的な問題も指摘されるが，
通常は，相当程度に小さな事業単位まで細分化して売上・仕入，人件費などの
キャッシュフローを予測・管理しているのが実態であろうから，実務への適用
のためのインフラはすでに十分に備わっていると思われる。
吻　「目本経済新聞」2001年7月29目朝刊参照。
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〔付記〕本稿の脱稿後，2001年8月に，FASBから基準書第121号を改訂する財
　　務会計基準書第144号「長期性資産の減損または処分の会計処理」（Sta－
　　tement　of　Financia1Accolユnting　Standards　No．144，λε6伽〃伽g伽’加
　　”妙舳珊〃眺榊αけ五㎝厚一工伽〃λ∬2まs）が公表された。
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